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地区防災計画とは
地域住民が自発的に防災計画を作成する活動を応援するため、災害対策基本法が改正され、
平成２６年４月から「地区防災計画制度」が開始。

 地域住民は市町村防災会議へ計画提案

防 災 基 本 計 画

地 域 防 災 計 画

地区防災計画の作成
（災対法等42条第３項、42条の２）等

地 域 防 災 計 画

地 区 防 災 計 画

<各種防災計画の基本>

市町村
（市町村防災会議）

住民、事業者等

都道府県
（都道府県防災会議）

国
（中央防災会議）

◆地域防災計画に反映済み：

23都道府県、41市区町村、248地区

◆地区防災計画の策定に向けて活動中※：

42都道府県、132市区町村、3,206地区
（市区町村に提案済みだが地域防災計画には未反映分を含む）

 地域住民が地区防災計画の素案を作成

 市町村防災会議は地域防災計画へ反映

※策定数は、H30.4.1時点（ 最終更新 H31.2.20 ）の集計値である。
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地区防災計画への入り口 ～地域の実状に応じて見出す

 地域にあるリスクを見極める

〇 発生する災害、地形
〇 地域の人と人のつながり
〇 対応能力

 平時から、効果が実感できる

WHY 何のために作るのか

 必須事項

〇 安否確認
〇 避難の方法
〇 避難所

WHAT 何を作るのか

 平時の取り組み
 地域の課題に応じて
〇 事前復興

WHO 誰が作るのか
 みんなで作る ～誰も取り残さない

〇 町内会、自治会
〇 自主防災組織

〇 学校
〇 福祉施設
〇 NPO

〇 企業
〇 マンション
〇 ビル

〇 地域の防災専門家
（防災士）

HOW どうやって作るのか
 リスクを見極めるプロセス
 誰も取り残さないプロセス
 実証するプロセス

 作っても終わらない

WHEN いつ作るのか
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内郷高坂地区（福島県いわき市）：地区内の多様な組織の連携
 地区内にある多様な組織を洗い出し、高齢者見守り組織（ふくろうみまもり隊）等と自治会・自主防災会は連携して対応。

（地区内の主な団体の活動状況）

（取り組みの体制）

（活動内容）

うちごうたかさか

（出所）内郷高坂町（高坂 2・3・4 区）高坂住吉ふくろうみまもり隊
「内郷高坂町 地区防災計画」 平成２９年２月策定

WHO 誰が作るのか
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富士駅南地区（静岡県富士市）：連携の拡大を志向
 地区防災計画の策定主体以外の担い手の活動を明記

ふじえきみなみ

（団体名） （平常時の主な活動） （平常時の防災活動） （災害時にできる活動）
（活動場所）
避難所／区内

（出所）富士駅南地区まちづくり協議会 「富士駅南地区防災計画」
平成２７年７月策定

モデル
地区

WHO 誰が作るのか
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若林・三軒茶屋地区（東京都世田谷区）：住民向けアンケート調査の実施

 アンケート調査（H26：地域住民対象、H27：50世帯以上の集合住宅対象）を実施し、その分析結果も踏まえ、地域の
課題を抽出。

わかばやし・さんげんぢゃや

（出所）若林地区情報連絡会
「若林・三軒茶屋地区防災計画」 平成２８年６月策定

WHO 誰が作るのか
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安渡地区（岩手県大槌町）：震災の検証をコミュニティ再生の契機に
 東日本大震災後、従前の居住地外で仮住まいをしている状況で、震災の検証を地区中心で進めながら計画策定を行った。

（表紙の記載）
「安渡地区の住民のほとんどが地区外の応急仮設住宅等に居住し、集まるのもままならない中で、2012年4月、地区内の３
つの町内会を一つに統合し安渡町内会を設立した。今回の地区防災計画づくりを、新しいコミュニティ再生の契機としたい。

• 震災の被害検証から課題を分析

「避難行動のルール」を
地震発生後の時系列、
起こりうるシチュエーションに応じて
計画に記載

同様の、震災の検証→新たな防災対応という
検討スキームで「避難所運営のルール」も策定

あんど

（出所）安渡町内会
「安渡地区津波防災計画」 平成２５年１０月策定

モデル
地区

WHY 何のために作るのか



7

平城山地区（福島県いわき市）：網羅的に地区で生じた過去の災害を整理
 災害の記録を、ほぼ100年間にわたり整理し、今後地区で発生しうる災害を特定した。

• 古くは江戸時代から、明治・大正を経て、東日本大震災における被災状況も記載している。

たいらしろやま

（出所）平 24 区・城山自治会
「平城山地区防災計画」 平成２９年２月策定

WHY 何のために作るのか
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千住元町地区（東京都足立区）：住民の目できめ細かなリスクアセスを実施

 まち歩きを通じて、地区住民独自の目線での課題を整理し、マップとして整理している。

せんじゅもとまち

（出所）千住元町町会
「千住元町町会 地区防災計画」 平成２９年３月策定

WHY 何のために作るのか
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修善寺ニュータウン地区（静岡県伊豆市）
 地域の成り立ち、歴史、自然環境、社会環境について詳細に分析。

しゅぜんじ

修善寺ニュータウンは
・別荘地であるため、日常的に生活する人が少ない。
・高齢化率が48.3％と伊豆市内で突出。
・若者は伊豆の他地域で就業、日中の高齢化率はさらに高い
・自治会と温泉管理組合がまちを運営・高台にあってアクセス
道路が限られ、孤立する可能性

（出所）修善寺ニュータウン地区自治会・温泉管理組合・住民
「修善寺ニュータウン地区 地区防災計画書」 平成２９年１２月策定

モデル
地区

WHY 何のために作るのか
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対象フェーズ・計画事項

○ 初動及び直後の避難行動、その後の避難所開設までのフェーズについて、発災時の活
動を記載しているケースが多い

○ 発災前の、平時の住民の取組（注意事項や備蓄の促進等）の記載も比較的多い
○ 訓練の実施のほか、普及啓発や防災教育、備蓄、避難場所ルートの確認、要配慮者
対応、マップの作成及び見直しについて記載されている計画が多い。

平常時の取組 101

初動（地震発生直後／風水害発生
直前）

134

避難行動／避難所開設 105

避難所の生活、運営（ルールの記載
等）

70

（n=166）
＊複数のフェーズについて記載されている場合

がある

訓練（計画に基づく） 134

普及啓発、防災教育 （チラシ配
布、講習会等）

97

備蓄 62

避難場所、避難ルート確認 56

要配慮者対応（避難みまもり、名
簿作成等）

55

マップ（掲載／今後見直し） 48

組織づくり 27

チェックリスト（家庭の対策／連絡先
の確認 等）

26

避難所運営（マニュアル作成、学校
との相談等）

19

（n=166、複数該当あり）

WHAT 何を作るのか
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津久井地区（神奈川県相模原市）：各家庭の防災診断

 各家庭の防災診断が簡単に可能

5つの診断とその対策が見やすくまとまっている

各対策を行うことで
自助力、共助力を高めることが出来る

WHAT 何を作るのか
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あすか野地区（奈良県生駒市）：発生時間・季節ごとの留意事項

 地震災害における発生時間・季節ごとの留意事項を記載

時間帯ごとの注意点

季節ごとの注意点

より状況に適した
避難行動を促すことが出来る

WHAT 何を作るのか
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三郷地区（岐阜県恵那市）：避難ルートと避難のタイミングを詳細に整理
みさと

「逃げどきマップ」

（出所）三郷地域自治区 「恵那市三郷地区防災計画」 平成２７年１２月策定

WHAT 何を作るのか
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今坊地区（愛媛県大洲市）：集会やパネル展示、地区イベントでの防災企画

 今後の活動として、「住民一人ひとりが関心を持つ」ための普及啓発をあげ、実施方法として回覧板や広報等、他地区で見ら
れる内容のみならず、「地区集会、研修会、映画会等」「パネル等の展示」「住民運動会への防災種目の導入」などの工夫が
みられる

 5か年計画に防災計画説明会を実施することを記載

◎より多くの住民に向けた普及啓発方法を検討・記載している例

こんぼう

（出所）今坊地区自主防災組織 「今坊地区防災計画」 平成２９年３月策定

WHEN いつ作るのか
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高木町地区（東京都国分寺市）：訓練の「実践と検証」

 計画内に「実践と検証」という章があり、訓練の実施状況と、その結果を踏まえた地区の改善点、また訓練の継続の必要性等
を記載

 地区の防災学習会も実施

◎様々な訓練の実施状況と、その結果と反省点を記載している例

たかぎちょう

（出所）高木町自治会 「国分寺市高木町 地区防災計画書」 平成２８年２月策定

モデル
地区

WHEN いつ作るのか
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「地区防’z」：地区防災計画を推進する自治体ネットワーク

＜趣旨＞
• 地区防災計画を推進する自治体間の交流を深めることにより、地区防災計画に関する経験
の共有を図るためのネットワーク

• 自治体単位としてのみならず、職員(個人）として同士の顔が見える関係を作ることによ
り、情報交換を行いやすくすることを狙う。

＜経緯＞
• 平成30年10月13日 防災推進国民大会にて設立が提唱
• 平成31年3月16日 地区防災計画フォーラム2019にて、正式旗揚げ

＜登録者数＞（４月18日現在）
• 312人・団体（38都道府県、195市区町村より）

＜主な活動内容＞
• 地区防災計画に関する情報提供を行うメーリングリストへの参加

 地区防災計画の策定事例、「地区防’z通信」の発信
 内閣府が実施する支援情報 等

• 地区防災計画に関する内閣府・自治体等との意見交換会の開催
 6月26日 地区防災計画を推進する自治体ネットワーク「地区防’z」会合へのご案内




